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 均衡状態は大災害が生じるまでは、点 E0であり、価格は P0、観光資源の均衡需給量は Q0で
ある。大災害が発生した後で、風評被害や自粛ムードが発生しなければ、供給と需要が S1と
D1に減少し、均衡点は E1に移動する。価格を観光客1人当たりの購入額で測られるとすると、
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れまでの逆のルートを通って点 E2から点 E1、そして点 E0へとシフトしていくだろう。
 観光資源の復旧・復興の時期と自粛ムードの払拭時期や風評被害の収束時期がほぼ同じ場合
には、供給曲線の S0へのシフトと需要曲線の D1へのシフトがほぼ同時となり、均衡状態は図
の点 E3を通る細い点線のルートを通って点 E0に回復するであろう。
 他方、自粛ムードが長引いたり、風評被害が根強いものである場合には、需要曲線の D1へ
の回復よりも観光資源の復旧・復興の方が早いために、供給曲線がはじめに S0に回復する。
その後に、需要曲線が徐々に D1に回復し、図の点 E4を通る一点鎖線のルートとなるであろう。
この場合は、元の点 E0の状態に回復するまでに多大な時間を要し、観光地の経済的な復興・
自立を大いに妨げることになる。従って、風評被害や自粛ムードを避けることが重要である。
 観光庁（2012、16ページ）は、過去の大災害からの回復に関する調査から、「災害発生前の
観光客数の水準に戻るまでに要する期間は、少なくとも3ヶ月～半年は要している。とりわけ、
風評被害を受けた地域では回復が遅れる傾向にある。」としている。
 岸野（2011、21ページ）は風評被害を「災害、事故での不完全、不正確、不適切な情報、誇
張された情報または誤報、虚言により、それを見聞きした人々が存在しない危機、・危険を感
じ、結果として消費が減退し、その対象となる地域や業種が損害を受けること」と定義してい
る。中越大震災における越後湯沢の風評被害への対処の経験から、岸野（2011）は風評被害対
策を次のように挙げている。
 ①風評被害の発生はその大小にかかわらず防げない。
 ②被災していない観光地は早期に大規模な被災地支援をする。[筆者補足；そうすることで
間接的に被災地でないことをアピールできる ] 
 ③早期に被災地支援の方々や報道陣の宿泊を受け入れる。
 ④早期に被災者の避難先として受け入れる（有償・無償を問わず）。
 ⑤客観的、科学的根拠のある正確かつ詳細な情報を、インターネットを利用して発信する。
 ⑥地理的誤認を避けるために、土地勘のない人でも分かる地図情報を使って発信する。
 ⑦報道によって発生した風評被害を収束するには報道機関の協力が必要。
 ⑧知事や市町村長に客観的・科学的根拠に基づく安全宣言を出してもらう。
 ⑨誘客やキャンペーンにはタイミングを計る必要がある（自粛ムード対応）。
 ⑩自粛ムードが収束してきた段階で大規模な誘客キャンペーンを実施する。
 ⑪観光地に安全にたどり着ける交通ルートを明確に示す。
 ⑫対策は行政任せにせず民間が自発的に行動する。21）
 以上の点は被災観光地にすべて当てはまるわけではないだろうが、被災状況に応じて取捨選
択して風評被害対策をとる必要があるだろう。
Ⅳ．結び
 第Ⅱ節では、香取市佐原地区の歴史的建造物の保存を中心として、佐原の大祭や伊能忠敬記
念館などのハード・ソフトにわたる観光資源を総合する観光まちづくりが行われてきたことを
21） 岸野（2011），23-24ページ。
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整理・検討した。その原動力は住民の方々の努力と熱意であるが、それを支えているのは充実
した町並み保存事業助成金制度と言える。第Ⅲ節で見たように、東日本大震災による佐原地区
の歴史的建造物の被害の復旧工事が速やかに進んだのも、この制度の存在によるところ大であ
ると思われる。
 第Ⅲ節では、東日本大震災後の香取市の被災状況を紹介し、復興計画と復旧状況について検
討した。特に、被災直後の写真と現地調査で撮った写真を比べることにより、歴史的建造物の
復旧工事における技術の高さが明らかとなった。次に、大災害から観光客数の回復に関して経
済理論的に分析した。観光客の回復には、風評被害等や自粛ムードを避けることが重要である
ことが明らかにされた。しかし、風評被害等に関する経済分析は寡聞にしてほとんど知らない。
風評被害等に対する効果的な対策は、風評被害等の発生に関するより精緻なメカニズムを明ら
かにする必要がある。特に、風評被害等からの回復までの時間が重要であるので、動学的な分
析が必要である。この研究は今後の課題としたい。
 最後に、佐原地区の観光まちづくりに関して、今後の課題を1点ほど指摘したい。
 東北3県と違って、香取市の東日本大震災による被害は地震動と液状化によるものが主なも
ので、津波による被害がほとんどなかった。そのため、重伝建地区の復旧工事に際して、津波
に対する備えが考慮されていない。観光資源の中心である小野川の水運が巨大地震発生時には、
津波が遡上してくる通り道となる可能性がある。周知のように東日本大震災の東北3県の被害
は津波が主原因である。海岸から遠く離れて津波の被害がない地域と同じ距離でも、河川の周
辺地域ではより内陸部まで津波が遡上してくるため、周辺の建物をなぎ倒して行った。佐原地
区でも、このような事態が起こり得るものとして備える必要がある。具体策として小野川の堤
防のかさ上げは、景観を損ない、東日本大震災クラスの巨大地震が近くで発生した場合には役
に立たないだろう。実際にどのような巨大地震対策を立てるかは防災の専門家のアドバイスに
よるべきであるが、観光と両立させるために、十分な強度と高さのある避難所を重伝建地区内
に新たに設置するか既存の建物を活用（強度と高さの改善等）することが考えられる。この避
難所は観光客向け（もちろん住民も利用可）とすることで、観光客の避難マニュアルの作成と
合わせて、観光客に防災観光地としてアピールすることができ、誘客に寄与できるものと思わ
れる。
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